
【見直しの趣旨】

○ 現在、厚生年金保険法及び健康保険法では、「二月以内の期間を定めて使用される者」(引 き続き使用されるに至った場
合を除く)は適用除外としている。

02か 月以内の雇用契約であつても、これを継続反復しているような場合には、「引き続き使用されるに至った場合」として、
被用者保険の対象としているが、当該最初の雇用契約の期間は適用の対象となつていないため、雇用の実態に即した被
用者保険の適切な適用を図る観点からの見直しを行う。

【見直し内容】(令和4(2022)年 10月 施行)

○ 雇用保険の規定等も参考にし、「二月以内の期間を定めて使用され、当該定めた期間を超えて使用されることが見込ま
れない者」を適用除外にすることにより、星用契絶の期間が2か旦以壼であつ饉 、実態としてその雇用契約の期間を超え

て使用される見込みがあると判断てきる場合は、最初の雇用期間を含めて、当初から被用者堡険の適用雄象とする。(適

用拡大と同時に施行)

※ 雇用保険法第6条第2号では、雇用保険の適用除外者として「同一の事業主の適用事業に継続して31日 以上雇用されることが見込まれない者」と規定。

<具体的な事務の取扱いのイメージ>
O被用者保険の適用拡大における勤務期間要件の事務の取扱いと同様に、以下のとおり取り

扱う。
・雇用期間が2か月以内の場合であっても、

(ア )就業規則、雇用契約書等において、その契約が「更新される旨J、 または「更新される場

合がある旨Jが明示されている場合

(イ )同 一の事業所において、同様の雇用契約に基づき雇用されている者が更新等により量
初の雇用契約の期間を超えて雇用された実績がある場合

は、当初から適用する。

・ただし、(ア )(イ )のいずれかに該当するときであっても、労使双方により、最初の雇用契約
の期間を超えて雇用しないことにつき合意しているときは、雇用契約の期間を超えることが

(改正前 )

見込主2Lなし)こ ととして取り扱う。
二月
▼

健康保険・厚生年金保険・事業所調査で、労働者名簿等に基づき適用されていない従業員等の雇用契約書等を確認
し、上記 (ア )(イ )の いずれかに該当することが事後的に判明した場合は、契約当初 (保険料
徴収の時効を踏まえて2年 )に遡及して適用するよう指導する。

※ 2か月FBlの雇用契約を結んだ場合

一 月    二 月

▼     ▼

国民健康保険・国民年金

(第 4号・第3号被保険者 )

健康保険
・厚生年全保険

(改正後 )
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